
北東アジア経済交流等事業
平成31年度予算額 1.5億円（1.5億円）

経済産業政策局 産業人材政策室
03-3501-2259

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
公益財団法人

日本台湾交流協会※

補助（定額）

事業イメージ
事業目的・概要
我が国に隣接し成長を続ける北東アジア地域との経済関係を
強化する観点から、以下2つの事業を実施します。

（1）日中経済交流等事業
成長著しい中国は日本にとって重要な市場・生産拠点。その中
国との貿易投資を推進するため、民間団体等が行う中国の政
策・市場動向などの調査、中国との貿易投資に関するセミナー・
マッチング、中国の政府・共産党等との交流を支援します。

（2）日本台湾交流協会事業
我が国と台湾との間で民間の貿易投資や技術交流が支障なく
維持・遂行されるよう、（公財）日本台湾交流協会の運営や
台湾企業に関する情報提供やセミナー・商談会等を補助します。
また、我が国と台湾の企業の連携・協力を促進する「日台産業
協力架け橋プロジェクト」を支援します。

成果目標
中国政府・共産党等との交流、中国との貿易投資に関するセミ
ナー・マッチング、台湾企業との連携・協力等に関するセミナー及
びマッチング交流会・商談会を開催すること等を通じて、中国、台
湾それぞれとの貿易投資促進を目指します。

※公益財団法人日本台湾交流協会は台湾との実務関係を維持・遂行する
ために設立された法人

日本台湾交流協会事業

①台湾の企業関連情報の収集・提供
②台湾企業との連携・協力に関するアドバイスの提供
③台湾企業との連携・協力に関するセミナーの開催
④台湾企業とのマッチング交流会・商談会の開催

通商政策局 北東アジア課
03-3501-0531

民間団体等
補助（補助率1/2）

日中経済交流等事業

【調査事業】
中国の政策・市場動向等の情報収集、中国側のニーズの把握

【セミナー・マッチング事業】
中国との貿易投資に関するセミナーの開催、中国企業等とのマッチング

【ハイレベル交流事業】
中国の政府・共産党等との交流、中国の貿易投資の改善に関する提言

3つの事業を有機的に組み合わせて実施

日台産業協力架け橋プロジェクト推進事業

（過去の例）中国側の関心のある分野（スマート化、ヘルスケア）に
ついての中国の関係者との意見交換を通じた日本企業のビジネス参
入可能性の把握

（過去の例）日中経済協力会議を通じた日本企業と中国企業との
ビジネスマッチングの場の設置

（過去の例）日本企業とのビジネス交流に積極的な山東省、黒龍
江省との交流によるハイレベル間での関係構築
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